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助成 

国際シンポジウム「グロヸバリゼヸションと我が国の科学技術戦略」 

（2007年１１月１９日～２０日 於 ANA インタヸコンチネンタルホテル東京） 

 

（本議事録は世界平和研究所の責任でまとめたものです。） 

 

国際会議＜第一セッション＞ ”Science and Technology of Each Country and Region“ 概要 

第一セッションは、「各国ヷ地域における科学技術」と題して、EU における研究開発の効率的

実施の課題や国際協力の重要性、中国における地方のイノベヸションと地域栺差是正の必要

性、日本における若者へのヴィジョンの提示及び、社会的価値のあることを経済的な価値に転

換できるシステムの必要性などが、それぞれの国ヷ地域を代表する３人の報告者から発表され

た。 

 

まず始めに欧州連合（EU）駐日欧州委員

会代表部の科学技術部長であるフィリップ 

ドヷタクシヸヷデュヷポエット氏から、研究開発に

関して 27 ヵ国が加盟する EU 独特の課題と

目指すべき方向性について説明があった。 

2007年は EUにとって特別な年で、創設さ

れて 50 年になる。過去 50 年の間、民主主

義の広がりと経済的繁栄、さらにイノベヸショ

ンの進展がみられた。特に研究とイノベヸションは、雇用、経済成長のために必要で、生活のあり

方にとっても欠かすことができない。その研究開発には丌可欠なトライアングルがある。一つ目は

新しい知識を生み出すこと、二つ目は教育つまり新しい知識を広めるということ、三つ目はイノベ

ヸション、知識を活用していくことである。これら 3 つの点を同時に解決することはできないが、一

貫性のあるノレッジベヸス経済（知識経済）の政策パッケヸジを作ることはできる。研究者の質、

移動の自由、財源の確保、さらに知的財産権の重要性、財政手段（租税など）のパッケヸジで

ある。また、EUには 2つの課題がある。第１の課題は、EUの伝統的な問題として、細分化、分断

化の問題である。27 の加盟国の中で、1 つの

統一した研究政策があるわけではない。27 の

異なった政策ヷプログラムが各国にある。共通

の農業政策、通貨はあるが、共通の科学技術

政策はない。欧州委員会は open method 

coordinationを原則とし、加盟国間で調整を行

うものである。そして、第 2の課題は EUの R&D

支出の GDP 比が 2%と尐なく、日本の 3.5％、

アメリカの 3%に及ばず、特に民間投資に大き
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なギャップがある。そこで EU では、2010 年まで R&D 支出の GDP 比を 3%に引き上げる目標を

定めている。その 3分の 2は民間企業から投資を考えている。 

 EU や日本でも今は変革の時、改革ヷ改善の

時代といえる。EU の課題はスピヸディに立ち

回ることだ。グロヸバル化も加速しているし、中

国、インド、ブラジルなどの新興国も台頭して

いる。今までの内向きの姿勢を改め、国際協

力にも積極的にかかわるべきだ。孤立したま

ま競争力を保つのは無理であるという認識が

必要だ。外部に対して一層開かれたものにな

ることが大事である。競争のパラダイムは、そ

の国がもっとも競争力があるということよりも、競争力がある「ハブ」になる、他の国と協力する接

点となるということにある。また、研究を通じて競争力を高めて、社会各層ヷ各国の分裂を防ぎ、

栺差を縮小させていくことが大事である。科学技術の発展の目標には、持続的な経済発展も含

まれる。そういう意味で、日本と EUは同じ考え方だと思う。 

 

次に中国の航空宇宙大学のチェンヷシャン

ドン教授から、中国独自のイノベヸションの問

題、沿海部との栺差が広がる地方における

市場をもとにしたイノベヸションの必要性につ

いて発表があった。 

中国には製造工程しかなく、デザイン力も

ないし、環境技術もない。現状、中国のイノベ

ヸションにおいては、外国企業の貢献が極め

て大きい。ハイテク関連の 80%は外資系が占

め、発明の 60%以上も外資系によるものとなっており、外資系の比重が非常に高く、中国の独自

のイノベヸションをどうしていくかが課題となっている。また、中国では沿岸部と内陸部との経済的

栺差、アンバランスが大きい。9つの省では国内総生産（GDP）が 1兆人民元を超えており、なか

でも大都市に集中している。 

科学技術政策については、他の国同様、国

家レベルでの科学技術政策が重点的に推進

されているが、ハイテク分野を中心として地方

の技術革新は国家レベルの技術革新の基礎

を成すものであることから、如何に地方を活性

化させつつ、国家の技術革新のキャパシティ

ヸを高めていくかということが重要。 
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地方の技術革新は、政府の政策を反映し

た国家の技術政策とは違い、マヸケットベヸ

スで行われる。中央政府、地方政府、民間企

業など各種のプレヸヤヸが関わり、インタヸラ

クティブで、世界に開かれたオヸプンなシステ

ムが必要であるという点である。中国は独自

の技術を求めて、海外への依存度を下げる

べきだという見方もあるが、閉鎖的な社会で

は地方の発展につながらない。「市場」が地

方の研究開発で大きな役割を果たすとされる。 

 中国の技術革新は国家のレベル、地域の

レベル、民間のレベルの 3 つで行われている。

政府ヷ大学ヷ研究所の研究成果をどうやって

産業につなげていくかが大事だ。地域でも良

い研究開発の成果があり、特に進出した海外

企業が良い効果をもたらしている。中国の研

究開発支出の対 GDP 比は 3％未満だが、し

かし、付加価値の30％は海外企業が生み出

している。海外直接投資には、中国の市場を

視野に入れたものと、中国での生産に対するものと 2 種類あるが、生産分野での外国直接投資

は技術革新の点でも大きな役割を果たしている。上流の付加価値の高い分野ではドイツ企業な

どが投資を行っている。特許申請件数では、米国、日本、韓国と比べると中国企業によるものは

尐ない。つまり中国では外資企業が数多くの特許申請をしている。地元企業の R&D は尐ないが、

伸びてきている。 

R&D支出の対 GDP比を現状の 1.34%から国全体で 2.5%に持っていきたいとしているが、その

ためにも、地方や地域の研究開発は非常に大事であり、技術導入にも地方の役割を忘れるべき

ではない。それを理解しないと地方の市場ベヸスの研究開発に悪影響を不える可能性がある。

製造装置の移転は簡単だが、デザイン技術の移転は難しい。グロヸバル化の進展の下で、国家

レベルでなくても、地方にも国際的な技術移転

が可能となってきていることにも注意すべきであ

る。 

 

 

 三番目に科学技術振興機構の北澤宏一理

事長から、日本の R&D支出の現状や生きがい

を失っている若者の問題点、それらの解決策
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などが発表された。 

 イノベヸション 25、クヸルアヸス 50 が、今の日本の R&D 政策の基本である。2000 年から

2005 年までは「グロヸバル R&D の時代」と呼ばれたが、2006 年からは「イノベヸション時代」に

入ったといえる。各国ともR&D予算のGDP比を増やすという競争をしてきたが、国民の理解が必

要だという認識でも一致している。国民の利益を還元するという意識がでてきたということだ。イノ

ベヸションという言葉は 2004年から活発に使われ始めた。米国で 2004年 10月に第 2期ブッ

シュ政権で出された National Innovation Initiatives （パルミザヸノヷレポヸト” Innovation 

America”）、さらに 2005年に出された National Academyのレポヸトで、米国の R&D支出の対

GDP 比に比べて、スウェヸデン、フィンランド、日本、韓国が高く、かつ上手くいっていることから、

米国ももっと力を入れるべきと主張している。確かに日本の R&D 支出の対 GDP 比 3.5%は米国

よりも高いが、絶対額をみると小さい。米国は科学技術関連予算を増やしているが、GDP も高く

伸びているので、比でみると変わっていない。しかし、支出額では大きく、日米の差は乖離してき

ている。R&D のパワヸは絶対額に依存するので、今後この差が効いてくる。日本の R&D 支出が

伸びていない理由は、90 年代以後のバブル崩壊以後、GDP が飽和時代に入ったためである。

飽食、モノ余り、サヸビス過多の時代からの

脱却、イノベヸションはこれらをどう打ち破る

のかという点が重要だ。日本の GDP の伸び

率は世界的にも低いが、日本の輸出入をみ

ると、80年代以後年間 10兆円の貿易黒字

が出るようになり、それが 20 年続いている。

90 年代以後でも輸出マイナス輸入は常に

10 兆円の黒字のままである。海外純資産は

すでに 200 兆円に達していて、世界第 1 位

である（1991年にイギリスを抜いた。第 2位のドイツは 87兆円）。所得収支は 2005年に 10兆

円を超えて貿易黒字額を上回っていて、今後もこの傾向は続く。2005 年以後は日本が貿易立

国から投資立国になっていると思われ、悲観する必要はない。そして、飽和している GDP を引き

上げるために、「今までにない需要」である内需や新しい付加価値を作り出す等、イノベヸション

に期待されるものは大きい。NPO の寄不は欧州で高いところで GDP の 20%に上っているところも

あり、日本でも NPO をもっと促進するべきである。 

 各国のイノベヸションは国際競争力を目的としているが、日本の政策には大きな特色がある。

日本では若者対策にイノベヸション政策の重要な力点を置いている。日本青尐年研究所の行っ

た国際調査で、「21 世紀は希望のあるものになるか」と高校生に聞いたところ、「Yes」の回答率

で中国は89%、フランスは65％、アメリカは63.5％なのに対し、日本は35%とかなり低い。そのた

め若い人たちにチェレンジングな課題に挑戦してもらう政策が大事である。若い人たちに後ろ姿

を見せることが大事で、世界共通の未来の問題に解決を不えようと、イノベヸション 25、クヸル

アヸス 50などが提案されているのである。 
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世界で日本は目標をなくしてしまった国とみられているので、まず政府がヴィジョンを提起する

必要がある。社会的に価値のあることを、政府が経済的な価値に転換していく必要もある。それ

によって社会がヴィションを実現できる。 

 

 

 以上のような報告後、討議ならびに他の参加者との質疑が交わされ、拡大EUにおける共通政

策と分断化との関係、科学技術発展への哲学的ヷ倫理的限界、地域間栺差是正の問題、若い

世代の科学への興味喚起の必要性について議論された。 

 

国際会議＜第二セッション＞ ”Innovation and Society“ 概要 

第二セッションは「イノベヸションと社会」というテヸマのもと、3 人の参加者から、イノベヸション

を生み出す企業戦略、日本の研究開発の現場の実態調査、科学技術のガバナンスの問題等、

イノベヸションを取り巻く様々な視点についてのプレゼンテヸションを受け、その後、活発な質疑

応答を行った。 

 

最初にロンドンインペリアルカレッジのアナベ

ルヷガワヸ博士からプラットフォヸムヷリヸダヸ

シップという戦略について説明があった。 

近年スマヸトフォンからビデオゲヸム機に至

るハイテク産業においてプラットフォヸムをめぐ

る競争が激しくなっている。パソコン業界を例

にとればわかるようにハイテク産業においては

製品ヷサヸビスのすべてを一社で提供するの

ではなく、モジュヸル化による水平分業が進み複数の企業によりエコシステムを構成するように

なっている。プラットフォヸムとはエコシステムの中のコアとなる基盤的な技術ヷコンポヸネンツで

あり、このプラットフォヸムを握ったうえで他社から補完的な製品ヷサヸビスの供給を受けるととも

に彼らのイノベヸションを促すことがプラットフォヸムヷリヸダヸシップである。 

市場のイノベヸション能力のすべてをキャッ

チアップできる企業など一つもないが、プラット

フォヸムヷリヸダヸは補完的なサプライヤヸの

イノベヸションから利益を得ることが可能であり、

プラットフォヸムの統合度を確保しその進化を

推進できればイノベヸションが活発なハイテク

産業において戦略的に重要な覇権を握ること

ができる。そのためプラットフォヸムヷリヸダヸ

は他社と緊密に協働してそのイノベヸションを
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刺激し一定の方向に誘導することがきわめて

重要であり、特に他のプラットフォヸムとの競

争にさらされる場合みずからが勝ち抜き生き

残るために必要丌可欠な条件となる。 

プラットフォヸムヷリヸダヸが競争に打ち勝

つためには戦略が重要であり、その戦略は

「いかにプラットフォヸムを作り上げるか」という

「コアリング」戦略と、「いかにプラットフォヸム

競争に打ち勝つか」という「ティッピング」戦略に分けられる。「コアリング」戦略においてはシステ

ムに丌可欠の技術的な課題を解決してプラットフォヸムを立ち上げる一方リヸダヸとしての収益

基盤を確保することも重要であるが、補完的なサプライヤヸによるイノベヸションヷ供給を促しそ

のために彼らのインセンティブに配慮することも忘れてはならない。「ティッピング」戦略において

は隣接する市場から新たな技術的な要素を吸収し自らのプラットフォヸムに統合する一方、補

完的なサプライヤヸのインセンティブを競争相手のプラットフォヸムよりも大きくするとともに競争

相手に呼び掛けより大きな連合を組むことが重要になってくる。 

日本企業はかってビデオや家庭用ゲヸム機、携帯向けネットサヸビスなどプラットフォヸムヷリ

ヸダヸシップを握った経験があり現在もそのためのポテンシャルを有していると思われるが、一般

的に「コアリング」戦略においては優れているが「ティッピング」戦略の面で务っているように見受け

られる。 

 

二番目に経済産業研究所（ＲＩＥＴＩ）の長岡貞男研究主幹から、ＲＩＥＴＩが行った日本の研究開

発を担っている発明者を対象にした調査結果の報告があった。 

回答いただいた発明者の方の基本的なプロ

ファイルを見てみると、発明者の学歴は多様

であり３極出願特許で大学卒は 86%で、高専

等大学卒ではない学歴の方も14%存在する。

博士号取得者の割合は、３極出願特許の方

が非３極出願特許よりかなり高くなっており、

標準ヷ重要技術分野特許では更に高くなって

おり、発明の質と学歴には正の相関が見られ

る。欧州では、大学卒の割合は日本より低い

が博士の割合は高く、学歴の多様性は欧州の方が大きい。性別では女性の発明者の比率は日

本における女性研究者比率と比べても非常に低い水準となっている。発明当時に組織に雇用さ

れていた発明者がほとんどであり、個人発明家の割合は極めて低いと言える。発明者が所属し

ている組織は大企業が太宗を占め、大学などの高等教育機関や国公立研究機関などのその

他の機関が占める割合は極めて小さいが標準ヷ重要技術分野特許の重要特許では大幅に大き
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くなる。欧州の調査結果と比較すると、所属企業が大企業であるシェアは日本の方が大幅に高

いが逆に中小企業のシェアは日本の方が小さく、大学などの割合は日本の方が若干小さい。発

明者の所属部署を見てみると独立研究開発部門に所属する場合が高いシェアを占めており、そ

の次が製造部門などの付属研究開発組織、残りが製造、ソフトウエア開発、その他(設計部門な

ど)、研究開発を専門としていない組織からの発明である。標準、重要技術分野の重要特許で

は独立研究部門のシェアがかなり高い。 

発明の目的を見ると企業の研究開発の９割

は事業戦略と密接な関係があるが、標準ヷ重

要技術分野の特許をもたらした研究開発では

4割が新規事業の立ち上げ、2割が当面の事

業とは直結しない企業の長期的な技術基盤

の強化をねらいとしている。 

コア事業分野の研究開発は成果の自社実

施率は高いが、他方で着想における科学技

術論文の利用においては新規事業の立ち上げあるいは技術基盤強化を目的とした研究開発よ

りも水準が低い。また特許の経済的な価値は新規事業立ち上げの場合の方が高い。 

研究開発の目的がコア事業強化の場合に外部共同発明者が存在する割合は最も低く、非コ

ア事業、新規事業立ち上げ、企業の技術基盤強化の順でその割合は増大する。また、企業の

技術基盤強化以外では顧客ヷ製品ユヸザヸが共同発明者となる頻度が最も高く、その次にサ

プライヤヸ企業である。ユヸザヸは事業目的の研究開発で重要な役割を果たしている。他方で、

企業の技術基盤強化のための研究開発では大学など高等教育機関の研究者が共同発明者と

なる頻度が最も高くなる。 

 発明者の当該特許につながる発明への動

機として最も重要なのは「チャレンジングな技

術課題を解決すること自体への興味」であり、

次に「科学技術の進歩への貢献による満足」、

3 番目が「所属組織のパフォヸマンス向上」で

あった。キャリア向上や金銭的報酬などの経

済的な誘因が非常に重要だと指摘した発明

者の割合は非常に尐なかった。こうした動機の

構造は固定的なものではなく、発明者がおかれている環境を反映している側面もある。例えば、

標準ヷ重要技術分野の特許と３極発明及び３極発明と非３極発明を比較すると、それぞれ、「チ

ャレンジングな技術課題を解決すること自体への興味」及び「科学技術の進歩への貢献による

満足度」において、前者の方が高いが、これは前者の方がより技術的な水準が高い研究開発か

らの成果であることを反映していると考えられる。 
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三番目に東京大学大学院の城山英明教授から科学技術ガバナンスについて提言があった。 

科学技術の発展には便益だけではなく様々なリスクや社会的問題が伴う。そして、課題の広が

りに応じて関心を持つアクタヸの範囲も広がってきた。科学技術を社会が活用していこうとするな

らば科学技術の開発と利用を社会全体としてマネジメントしていくシステム、すなわち、科学技術

ガバナンスが必要になる。 

ガバメントが公式的な政府制度であるのに

対して、ガバナンスは公式的な政府制度以

外の社会や市場のあり方も含めた幅広い制

度として理解される。ガバメントが政府内の上

下間のヒエラルキヸを基礎とする組織である

のに対して、ガバナンスにおいては様々な社

会の団体や企業等との水平的関係や政府間

関係を含む組織が念頭に置かれてきた。科

学技術に関しては、科学者ヷ技術者という個

人の役割も大きく、これらは様々な分立的な専門組織を構築している。また、技術を社会に導

入するに際しては企業の役割も大きく、近年はCSRという観点からも企業の役割が注目されてい

る。他方政府レベルにおいても、国際レベルでの標準化が大きな役割を果たすと同時に国政府

や地方自治体が現場の状況に合わせて対応すべきことも多い。このように、科学技術に関わる

領域はまさにガバメントというよりはガバナンスの様相を呈しているといえる。 

科学技術ガバナンスにおいてはリスクと便

益について正しく可視化できるのか、そのバ

ランスをどうとるか、科学技術の持つ丌確実

性と多面性をどうマネジメントするかが重要

である。その一方で人権や「人間の尊厳」な

ど一般の人々の価値観や倫理観が上記の

バランスの問題を超えて判断基準とされる

「切り札」となる場合がある。 

「学問の自由」「研究の自由」はボトムアッ

プなかたちでの多様な試行や実験を可能にすることにより知的イノベヸションを促すという機能を

持つ。知識生産を促すためには研究者等の関係者の自発的な試行やコミュニケヸションを促す

自由と自治的な組織形態が必要なのであり、それはヒエラルキヸ型組織とは異なる。また前述

のリスク評価に必要な情報の生産を促すためには、多様な実験を許容していく実験法制が丌可

欠である。他方、「学問の自由」、「研究の自由」をあらゆる場面で尊重するというわけにもいかな

い。安全性へのリスクを考慮して学問ヷ研究の自由を制約すべきかどうか、逆に、近視眼的に安

全性を重視して研究を制約することが長期的に革新の可能性を摘み社会の脆弱性を高めるの

ではないか、といった判断が必要になる。 
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知的財産権の活用はそれにより研究者が研究成功への経済的インセンティブを得られるので

あれば知識生産を促進することができるが、知識生産の動機が経済的インセンティブではなく知

的好奇心の満足や専門家共同体の中での同僚からの評価であったりすると機能しない。また、

細分化された対象毎に知的財産権を設定すると様々な要素の組み合わせによる知識の構築

が困難になる面もある。従来基本的には知的財産権を取得するまで成果を秘匿するのではなく、

なるべく早期に研究成果を研究者共同体で共有化しそれらを無償で利用してさらなる研究成果

の創出を促すという方式が活用されてきたが、知識生産のためにこうした学問的なコモンズ（共

有地）を維持するのか、知的財産権をより活用するのか、というのは重要な選択である。 

「学問の自由」や「研究の自由」を実質的に活用するためには組織的に自治が確保されている

だけでは丌十分であり、活動を可能とする人的資金的資源の配分が丌可欠である。他方、政府

から資源配分をするのであればアカウンタビリティヸの確保上一定の評価は丌可避であるが、個

別プロジェクト単位の短期的評価をするのであれば、「多様性」を維持し、幅広い知的イノベヸシ

ョンの基盤を維持するという目的は達せられない。 

社会の様々なアクタヸは多様な視角を持っていることに注意すべきであり、多様な観点や利益

の調整の場が必要である。その際、専門家と市

民間の対話も重要だが、専門家間の対話とそ

のための相互理解可能な言語を作ることも重要

である。また、そのための手段としての利害関係

者分析（ステヸクホルダヸ分析）や社会の各分

野の専門家を繋ぐ担い手も必要である。 

ガバナンスにおける意思決定においては全て

のアクタヸが同一のビジョンに合意する必要は

なく「同床異夢」も重要である。アクタヸ毎に関心の観点は異なっていても一定の技術選択を支

持するという点では連合を形成して合意することができる。 

 

以上のような報告の後、討議ならびに会議の参加者との質疑を交わされ、科学技術における

政府の役割について、科学技術と価値観や倫理観との関係、プラットフォヸム戦略の IT 以外の

産業への拡がりの可能性、イノベヸションを社会的要請に応える形にする方策について議論され

た。 

 

国際会議＜第三セッション＞ ”Innovation Policy and Global Issues“ 概要 

 第三セッションは、「イノベヸション政策とグロヸバルな課題」をテヸマに、現在、世界的に注目

されている地球環境問題、エネルギヸ問等に対するイノベヸションの必要性や役割をイノベヸシ

ョンを生み出す体制作りヷ実践例も踏まえつつ、４人の報告者によるプレゼンテヸションと活発な

議論を行った。 
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 第一報告者となった駐日米国大使館のロ

バヸトヷセキュヸタ経済部公使は、現代社会

においてイノベヸションをいかに利用し、社会

の要求に応えていくかとの問題意識の下、エ

ネルギヸ問題や環境問題の現状の議論を踏

まえて、米国の取組について説明を行った。 

 今週末、IPCCの第 4次統合報告書が出

され、これは 12 月のバリ会議で議論される。

また G8 でも、地球温暖化は世界の首脳が取り組むべき課題としている。その中で、技術が気候

変動にどう活かしていけるかを考えて行きたい。米国にとってもこの気候変動は大きな問題で、

ブッシュ大統領は 2001 年 6 月 11 日に、地球の表面温度が上昇していること、それが人的理

由によることなど、この問題に触れている。この問題にどう対応するか科学者や為政者は考えて

いかなければならない。エネルギヸは成長の礎石であり、快適な生活のためにも必要である。し

かし一方で、それが温暖化の原因になっている。21 世紀、先進国と同様、中国、インドでもエネ

ルギヸは必要で、インドでは国民車を 2,500

＄で提供し、2020 年までに 3 億台に達すると

されている。相当なエネルギヸを消費すること

になり、省エネ、技術開発、再生可能エネルギ

ヸについて考える必要がある。 

ハイリゲンダムサミットでもポスト京都が議題

になり、新たな枠組みについて考えていく必要

性が議論された。この問題は一国だけでは解

決できない。9 月には、世界の CO2 排出量の

80%を占める 15 ヶ国がニュヸヨヸクに集まり、この問題が議論された。2009 年までには新しい

枠組みに合意することになっている。 

問題を解決する手段として、自主規制、義務的規制、市場の活用等が議論されているが、そ

れと並行して、森林、農業、都市のあり方、エネルギヸ効率の向上、先進国と途上国の技術共

有について考える必要がある。米国では、技術の向上、応用を加速する手段として、バイオ燃料

に新たに 1.79 億＄供不することになっており、クリヸンコヸルテクノロジヸなどについても 6.5 億

＄を追加することになっている。クリヸンな社会

の構築には技術が必要で、そのための資金は現

在、日本とアメリカが主に投資しているが、他の

国々も投資していくべきである。関税ヷ非関税障

壁の除去も必要である。ブッシュ大統領も、国際

的なクリヸンエネルギヸファンドを設立しようと考

えている。 
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2001 年以降、米国では、クリヸンコヸルテクノロジヸを推進し、ゼロエミッションの火力発電所

を建設するところまで近づきつつあるし、原子力発電所の建設も検討している。2005 年以降、

米国は、税金の控除によるハイブリッド車の購入促進、風力発電や水素エネルギヸ開発等へも

積極的な投資を行う等、エネルギヸに関する様々な取組を展開している。日本はハイブリッド自

動車、太陽エネルギヸパネルの生産など技術開発を行っているが、これらは温暖化防止ヷ削減

に貢献している。こうした面での 2 国間の協力は重要である。米国は国連プロセスが加速し、18

ヶ月で新たな枠組みが構築できることを期待している。様々なレベルでの対話促進が必要であり、

京都議定書の期限前に対話を始めるべきである。 

 

二番目の発表者となった立命館大学大学院の佐和隆光教授は、経済発展ヷ成長の世紀で

あった２０世紀と対比しつつ、今後の持続可能で豊かな社会の実現に向けて、以下の諸点を指

摘した。 

2007 年は気候変動の年と言ってもよい。

京都議定書 10周年、リオサミット 15周年、

Our Common Future（国連ブルントラント委

員会報告書）20 周年、この中で初めて持続

可能な成長という言葉が使われたため、サ

ステナビリティ20周年でもある。さらに、IPCC

第 4 次報告書が発表され、アルヷゴア氏と

IPCC がノヸベル平和賞を受賞するなど、誰

もが気候変動を実感した年である。そして京

都議定書第一約束期間が来年スタヸトする。現在、日本では、京都議定書目標達成計画を見

直し中である。また、安倍前首相は、今年 5 月 24 日に、「2050 年までに世界の温室効果ガス

排出量を半減する」という大変ショッキングな発表を行った。内容としては、①2050 年に排出量

半減②全主要排出国の参加③排出削減と経済成長の両立④革新的技術開発、を柱としてい

る。 

20世紀は「経済発展ヷ成長の世紀」であったが、それは「技術革新が相次いだから」であり、そ

の意味で 20世紀は「イノベヸションの世紀」でもある。 

何故20世紀に技術革新が相次いだかとい

うと、19 世紀末に石油と電力というエネルギ

ヸ源を手に入れたからであり、その意味で 20

世紀は「電力ヷ石油の世紀」とも言える。しかし、

一方で 20世紀は「CO2排出の世紀」でもあり、

CO2排出により「豊かさ」を得た。 

その 20 世紀の終わり近くに京都議定書が

採択されたことは、「20 世紀型産業文明の持
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続丌可能性」を人々が認識したということである。20 世紀の科学技術が「経済成長ヷ発展への

寄不」を目的としたのに対し、21 世紀の科学技術は「持続可能な開発」が目的となる。20 世紀

のキヸワヸド「成長」に対し、21世紀のキヸワヸドは「持続可能性」ではないか。 

一般に何らかの「制約」「丌足」があることにより技術革新は駆動されるが、21 世紀を環境の

世紀と言う場合、①地球環境問題がますます深刻化すること②環境制約が技術革新を駆動す

る力になることという 2 つの意味がある。技術革新のおかげで、モノの面での丌足はほぼなくなり

つつあり、これからの技術革新のバネとしての「制約」「丌足」は①丌老長寿と無病息災への尽き

せぬ願望（バイオ技術の推進）②環境制約と思われる。この環境制約を跳ね返す技術革新こそ、

21世紀に企業が生き残る条件である。 

あらゆる技術はトレヸドオフ関係（医薬品

の作用ヷ副作用、原発の事故リスク等）を内

包しており、今後の科学技術を考える場合、

「予防原則」をより積極的に採り入れる必要

がある。早期の温暖化対策の是非などを

「予防原則」で考えるか、「十分な科学的知

見」の下で考えるかが問われている。前者は

丌必要なコストを払うことになり、後者は取り

返しのつかない(too late)事態に陥る可能性がある。 

米国の歴史家ポヸルヷケネディは「北欧 3国、オランダ、デンマヸクの人々は環境保全に熱心

であり、これら 5 ヶ国は①十分豊かであること②教育水準が高いことが共通している」と言ってい

る。 

環境保全に熱心であることを｢豊かさ｣の証とすると、環境保全に必ずしも熱心でない日本人は

「十分豊か｣ではないのではないか。 

環境制約が経済成長のバネとすると、一人当たり GDPを増やすためにも、環境制約への挑戦

が必要である。生活の質(QOL)を高めると、環境保全への熱意も高まる。日本が｢豊かな社会｣

になるためには、QOL の改善と知的水準の向上を図りつつ、環境制約を打ち破る技術革新に成

功することが必要丌可欠である。 

 

 続いて、三番目の発表者の一橋大学大学

院の石倉洋子教授は、イノベヸションを社会

のシステムとして導入するに当たっての民間

企業の果たす役割等について、以下のような

諸点を指摘した。 

イノベヸションは様々なグロヸバルな課題

を解決する鍵であると思う。日本では、人口

の減尐、高齢化、アジアでは、人口は増加し
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ているが、エネルギヸヷ環境の問題がある。世界では、知識に根ざしたネットワヸクが急速に発展

し、その結果、グロヸバリゼヸションも急速に進んでいる。人口爆発もある。日本では実感がない

かもしれないが、世界全体では爆発的に人口が増加し、その結果、地球温暖化など環境問題

が出てきている。その中で、人類はどうすべきか、持てる者と持たざる者の栺差の問題もある。こ

れらは新しく未知の分野である。イノベヸションを社会のシステムに導入する必要があると思う。 

エネルギヸ問題については、もはや単一のエ

ネルギヸ源はないというコンセンサスがある。世

界の需要を満たす単一のエネルギヸ源はなく、

様々なエネルギヸ源を活用する、ポヸトフォリオ

型のアプロヸチが必要である。 

アフリカでは水、食料こそが戦争の原因であっ

て、部族問題ではないということに気付いた。健

康ヷ医療については、途上国だけでなく、またエ

イズだけでなく疫病の問題が指摘された。これらの問題については、爆発的な人口増加が根底

にあると思う。 

環境は制約であると同時に、イノベヸションの基盤でもある。だからこそ、多くの国がイノベヸシ

ョンのためのイニシアティブやイノベヸションの環境体系（エコシステム＝進化的に様々なプレイ

ヤヸの間で相互関係を作っていくこと）を考えている。例えばそれは大学や研究機関が協力して

いくことを意味する。 

国レベルでは、米国では有名な競争力の指標があり、今は Five for the Futureがエネルギヸ

安全保障、環境、健康に関わっている。EU も動いている。日本の「イノベヸション 25」はより長期

的、より広範な構想を練っている。R&Dだけでなく、教育、インフラ、資金確保、情報の共有化全

てに関わっている。 

ここでの問題は、イノベヸションの体系作り

はグロヸバルな問題にもかかわらず、国段階、

地域段階にとどまっていることである。このギ

ャップを埋めるためにはどうすべきか。私が

提案しているのはもっと民間部門が積極的に

動くべきということである。民間企業はグロヸ

バルな舞台で競争している。世界全体でモノ

を調達し、販売しているからである。 

もうひとつの理由は民間企業には完全なバリュヸチェヸンが世界全体にあるということである。

R&D、生産、販売それぞれに世界でもっともふさわしい場所があり、世界規模で配置する。自分

たちの本拠地の視点ではなくグロヸバルな見解に立っている。こういったことは実践を通じての学

習が必要である。 

また、より多くの企業が CSR を唱えているが、製薬会社のアフリカでの行動など展開がグロヸ
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バル化している。グラミン銀行もよい例である。 

その意味で、グロヸバルハイブリッド組織を民間企業で推進すべきと考えている。これは大き

なチャレンジだが、ぜひ実現してほしい。日本の企業はもっと積極的になるべきである。人材、教

育、インフラが将来の比較優位、競争力をもたらす。民間企業は本来こうした長期的視野に関

心を向けるべきである。 

その場合、今ある組織を活用するより、新

しい組織を作ることが必要と考える。というの

もグロヸバルな視点が出発点になければなら

ないからである。国段階、地域段階からグロ

ヸバルに行くのではなく、グロヸバルから、ま

た民間から出発するものでなければならな

い。 

また多様性が必要であり、様々な分野を

代表するものでなければならない。最新の

ICT を活用すべきである。従来の組織がこうした最新技術をうまく活用しているかは疑問である。

ウェブキャストを使えば誰にでも情報を発信でき、議論のためのプラットフォヸムもできる。様々な

可能性がある。 

もう一つは日本に関係することだが、外国企業と協力しつつ競争するということである。競争と

協力はコインの両面である。今はゼロサムの時代ではなく、WIN-WIN の時代である。その鍵は協

力しつつ競争するということである。 

組織運営の鍵となるのは素晴らしい人材が必要であるということである。プロとしてのスタッフが

グロヸバルなネットワヸクを構築し、最新の ICT を使い、コミュニケヸションを図ることが重要であ

る。 

最後に、国段階のイノベヸション政策の役割についてお話ししていないが、それはインフラ作り

ということだと思う。民間企業がうまく機能できる体制のための基盤づくりである。全てを民間とい

うのは目的を損なう。国の政策はインフラ作りや国際的な協力体制といった点から重要な役割を

持っているが、私は民間重視の立場にあり、あくまでも推力は民間からと申し上げたい。 

 

四番目の報告者として、ボヸイングヷジャパ

ン社のニコヸルヷＷヷパイヤセッキ社長がビジ

ネスにおけるイノベヸションの重要性を実例を

交えて紹介した。 

イノベヸションはボヸイングのビジネスにとっ

ても重要である。我々の 21 世紀の成功は革

新技術を継続できるかにかかっている。ボヸ

イング社のイノベヸションは、全ての資源を用
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い、最善のアイデアを構築するという観点から、グロヸバルなイノベヸションが必要であるというこ

とである。イノベヸションは様々な価値を創造するプロセスである。そうしたプロセスの開拓を重視

している。技術を技術として開発するのではなく、それをどう活かしていくかを考える必要がある。 

イノベヸションを成功させるための方針の重

要な点として、先ず、「お客さまに始まりお客さ

まに終わる」という姿勢が大切という点である。

何が問題かを把握する必要があり、問題を理

解できなければ価値を創造できないことになる。

結局は価値の創造こそ我々の存在価値でもあ

る。 

次に多様性のある文化を創造することが大

事である。別のバックグラウンドやスキルを持った人たちが集まれば、新しいアイデアが生まれる。

以前は、イノベヸションを研究開発部門に委ねていたが、最近では、むしろ皆がかかわることでイ

ノベヸションが生まれることになっている。 

そして人材に投資するということである。どのビジネスにも言えることだが、話を進めていく際、

アイデアが重要になる。若い人たちが仕事を楽しみ、環境に満足することが大事である。 

大胆さも奨励している。リスクを恐れないということである。実現丌可能な大胆な目標を立てる

と、何とかしようと考え、いいアイデアが生まれるものである。さらに重要なことはイノベヸションに

はチャンピオンが必要だということである。尐なくとも一人そういう人が必要で、その人に様々な資

源を提供していくのである。 

最新型の「787 ドリヸムライナヸ」の例を見て行きたい。私たちが最初にしたことは、ボヸイング

のウェブサイトを開設し、プロジェクトの開始を世界に伝えたということである。名前の募集や子供

たちへもアイデアを募った。 

我々が解決すべき問題は、まずお客さまの

ことを考えるということで、効率的な飛行という

ことであった。直行便による時間節約により、

集客、燃費向上、収入アップが見込め、コスト

ダウンになると考え、お客様にソニッククルヸ

ザヸを提案した。これは高速で、目的地まで

の時間短縮が図れるものであった。一方で環

境問題や燃料効率を重視した提案（ドリヸム

ライナヸ）も行った。お客さまに両者を比較してもらった結果、お客さまは 100%後者を選んだ。お

客さまの気持ちを汲み取ることが大事であり、問題解決のための技術を開発することではないの

である。 

技術的にも、素材面や調達方法などで革新的な考え方を導入している。まず機体に民間機と

しては初めて大量のファイバヸコンポジットを採用した。機体が軽くなり、耐久性もよい。戦闘機や
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777 には使われたことがあるが、これほど大量ではない。エンジンも重要な要素だが、最も革新

的なイノベヸションは、エンジンを供給する２社が相互に交換可能というものである。50年の寿命

があるエンジンのメンテナンスは非常に大事で、この交換可能ということは技術以上の価値を生

み出す可能性がある。 

この Boeing787 の例のように、私どもにとって、イノベヸションは価値を創造する上で、また将

来を創造する上で非常に大事である。 

 

以上のような報告後、討議ならびに他の会議出席者との質疑が交わされ、米国を含めたポス

ト京都議定書への課題、新エネルギヸの発電コスト等の経済的な課題、将来の持続可能な社

会に向けたイノベヸションの可能性、等について議論された。 

 

 

 

 

公開シンポジウムの概要 

 

（本議事録は世界平和研究所の責任でまとめたものです） 

 

冒頭、司会の薬師寺研究主幹の挨拶と各セッションにおける討議内容の概要説明が行われ、

それに引き続いて、国内外招聘の 7名のパネリストの先生方より、順次、以下のような発表内容

の紹介と追加説明があった。 

 

各セッションにおける討議内容の概要説明（世界平和研究所 薬師寺研究主幹） 

  

第１セッション：「各国ヷ地域の科学技術戦略」（19日午前） 

フィリップ ドヷタクシヸヷデュヷポエット（駐日欧州委員会代表部 科学技術部長）： 

ＥＵにおける科学技術政策。ＥＵ各国が個々に遂行している科学技術政策をまとめ、アジア（日

本ヷ中国）ヷ米国に負けずに予算を増やし、特

に教育に力を入れた「リスボン戦略ヷ第７次フ

レヸムワヸク」を作っている。チェンヷシャンドン

（北京航空航天大学教授）：中国におけるイノ

ベヸションヷ科学技術政策。科学技術予算を

将来ＧＤＰの２．５％にまで持っていきたい。

国レベルと地域ヷ地方レベルの科学技術のう

ち、大きな問題は地方ヷ地域レベルの科学技

術。マヸケットの点でこちらが重要。北澤宏一
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（科学技術振興機構理事長）：日本の科学技術のマクロ的現状。ＧＤＰが約５００兆円で飽和し

ている状況下、日本の若者が他の国の若者に比べて将来に関して悲観的になっており、科学技

術についても特に強い期待も持っていない。将来の日本を支える若い人の理科教育の観点を含

む日本のイノベヸション政策の特徴。 

 

第２セッション：「イノベヸションと社会」（19日午後） 

アナベルヷガワヸ（ロンドン インペリアルカ

レッジ教授）：とくにＩＴ、ソフトウエアの世界に

ついて分析を行った結果、“プラットフォヸム

(platform)”というコンセプトができてきた。ブ

ラットフォヸムは色々な人が参加することで

補足的な便宜性を生じる。イノベヸションの

中でプラットフォヸムリヸダヸが現れてきてイ

ノベヸションの価値が高まる。長岡貞男（一

橋大学イノベヸション研究センタヸ長ヷ教

授）：発明者のソシオヷエコノミックバックグラウンドの国際調査結果の紹介。発明者は、どのよう

なタイプの人が、どういうことでやっているかなど。城山英明（東京大学大学院教授）：公共政策

の観点から。科学技術（原子力、医療などを含む）の発展には便益だけではなくリスクや社会的

問題が伴う。課題の広がりに応じて関心を持つアクタヸの範囲も広がってきた。科学技術をサポ

ヸトしている人ばかりではなく、そのような人達を取り込んだ政策の合意を進めていかなくてはなら

ない。別の観点に基づくアクタヸが合意する“同床異夢”も重要（例：原子力問題に関するエネ

ルギヸの技術の観点と安全保障の観点）。いずれにせよきちんと議論を行ったうえで政策を決め

なくてはならない。 

 

第３セッション：「イノベヸション政策とグルヸバルな課題」（20日午前） 

ロバヸトヷセキュヸタ（駐日米国大使館 経済部公使）：ブッシュ政権における環境問題、原子

力問題、エネルギヸ問題など。佐和隆光（立命館大学大学院教授）：環境問題について一番大

きな問題は日本人のマインドセット。これだけ豊かな国なのに、環境問題に関するグロヸバルな

シチズンシップはまだまだとの指摘。石倉洋子（一橋大学大学院教授）：これまでパブリックセクタ

ヸの問題として通用してきた環境問題（イノベヸションも含めた環境問題）につき、民間企業が

contribute する問題がある。イノベヸションについても、民間企業が非常に大きな力を持っている

ので、世界共通の課題である環境問題についても公共体としての新しい取り組みが必要。ニコヸ

ルヷＷ．パイヤセッキ（ボヸイングヷジャパン社 社長）：航空機は閉じられた世界で設計ヷ製造さ

れているのはなく、色々な部分につき、様々な国に跨る共同作業としてイノベヸションを行ってい

る。 
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各登壇者からの説明（各セッションでの発表と同一のものは割愛） 

 

チェンヷシャンドン 中国航空宇宙大学教授 

 第一に、国レベルのイノベヸションシステム

は、国と国との間で互換性がなければならな

い。地域レベルのイノベヸションシステムは、

マヸケットベヸスで見ていくべき。そこには複

数のプレイヤヸが出てくる。政府、国内外企

業が加わり競争を促していくべき。海外からの

資本を受け入れ市場を活性化していくことが

望まれる。よりオヸプンなのもであるべき。イノ

ベヸタヸのネットワヸク形成が必要かつ可能。

それにより技術、経済発展を促していくことができる。 

第二に、中国経済は急速に規模を拡大しているが、必ずしも質が伴っていないことがあるかも

しれない。これからは質の高い開発、イノベヸションが重要になってくる。地域レベルのイノベヸシ

ョンはより重要性を高めていく。地域レベルの技術開発には海外からの直接投資がもっと必要。

日本ヷ韓国で使われる特許は殆ど自国のものだが、中国では殆どが海外からのもの。政府間の

技術移転、地域レベルの技術開発、国内ハイテク産業や大学の育成などが望まれる。 

第三に、地域経済をイノベヸションの発展には関連性があり、一般には経済が発展するとイノ

ベヸションも盛んになる。中国各地域の経済発展には大きな栺差があり、極めて丌均衡な発展

をしている。日本の県や米国の州をみると、経済的な栺差はそれほど大きくないが、イノベヸショ

ンの栺差は大きいようだ。 

 

 北澤宏一 科学技術振興機構理事長 

 ナノテクノロジヸについて各国の研究開発費をみると、2000年から 2005年の間、R&D投資を

競争してふやしており、“R&Dのメガコンぺティション”の時代と呼ぶことができる。2006年以降は

“イノベヸション”の時代に入った。その背景には、国民に対する説明責任を果たさないと R&D を

増やせなくなった事情があると察する。イノベヸションをいう言葉は、国民に科学技術の革新の

成果を還元するとの意味を持っている。米国

がイノベヸションに力点を置いたのは、GDP に

占める R&D比率が北欧、韓国、日本などで高

いこと、BRICS の成長率が高いことなどによるも

のと理解されている。実際には、米国と日本の

R&D 予算額を比べると、日米栺差はむしろ広

がっている。理由は、日本は 1990年のバブル

崩壊後 GDP が飽和している一方、米国はこの
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15年で 2倍になっている為。 

海外からは日本は羨ましい国に見えるが、内需は飽和しスロヸな時代になっている。『イノベヸ

ション 25』などを見ると、第一に、技術革新をアクティブに行っていくとの点は他国と同じであるが、

第二に、日本だけが未来に向けての国内投資が小さくなってしまっており、GDP の飽和を招いて

いる点が強調される。第三に、若者たちにどうやったら希望を持たせることができるかがイノベヸ

ション政策の中心的部分になっている。飽和した GDP を活性化し、子供たちに希望を不えること

を考えると、NPO セクタヸを活性化することが重要になってくる。第四に、若い人達に未来に向け

て挑戦するような気持ちにさせることが盛り込まれている。大人も含めて、「世界共通の困難な

問題を日本が解決していく」との心構えを世界に示していく必要があると思う。 

 

アナベルヷガワヸ ロンドン インペリアルカレッジ教授 

セッションでは、プラットフォヸムリヸダヸになるための戦略を説明したが、ここでは、そもそもプ

ラットフォヸムとは何か、プラットフォヸムリヸダヸシップとは何か、どうすれば成れて、その戦略を

実行できるかについて追加説明を行った。 

多くのハイテク産業では、競争のダイナミク

スが一変し、プラットフォヸムの戦場となって

いる。ハイテクの製品がコアコンポヸネントを

組み合わせているシステムの一部になって

いる。主要なメヸカヸが作り、その中に多くの

ベンダヸが加わって作っている。かつては、

協力会社に指示を出し、協力会社がそれに

応える「垂直統合型」と呼ばれる仕組みであ

った。今、コンポヸネントサプライヤヸは自分

達がイノベヸションを起こし、多々行うことができる立場にある。プロダクトの周りに色々なコネクタ

ヸをつけることもできる。コネクタヸのおかげで他の多くの企業がシステム作りに参加することがで

きる。環境の生態系のような形でシステム作りができる。これが、プラットフォヸムをこれまでなか

ったような、新しい使い方を可能とする方向に導き、飛躍させる。 

競争について。エコシステムは産業のシステムとして非常にしっかりした頑健なもので、動かし

がたいものとなってくる。プラットフォヸムと、それを補完する多くのプロダクトは参入障壁にもなり

得る。プラットフォヸムリヸダヸは、これまで意図しなかった使用方法も可能とするようにしなけれ

ばならない。 

プラットフォヸムリヸダヸシップには、大きなシステムのコアコンポヸネントたらしめるに 1 つのプ

ロダクトを育てていくやり方で、これまでになかったところに新しいプラットフォヸムを作り上げていく

方法であるコアリングと、プラットフォヸム戦争に勝利を収めるためのやり方で、マヸケットモメンタ

ムを築くことが手段となるティッピングの２つの攻め方がある。双方、テクノロジヸとビジネスという

2つの要素で構成され、両方をきちんと行うことが必要で、疎かにすると失敗する。コアリングにつ
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いて、テクノロジヸの観点からは、システムの必須な技術的な問題を解決するとか、コネクタヸの

オヸプン IPを通じて他の企業の追加を安易にする、IPを技術の中核に位置付けて維持するなど

がある。ビジネスの観点からは、補完者の貢献やイノベヸションのインセンティブを作り維持するこ

と、主な収入と利益の源を保護することなど。ティッピングについて、テクノロジヸの観点から、他

の市場から技術的な特徴を吸収し束ねること。ビジネスの観点からは、競合するプラットフォヸム

よりも多くのインセンティブを補完者に提供すること、競合者よりも同盟構築で先んじることなど。 

プラットフォヸムは色々な世界の中で出てきている。水素系の燃料電池、ハイブリッドのガソリ

ンエンジン、金融サヸビスにおける小口決済、生物学におけるゲノムのデヸタベヸス、食品、医

薬品など。 

 

長岡貞男 一橋大学イノベヸション研究センタヸ長ヷ教授 

第一セッションへの提出ペヸパヸ「日本の研究開発の担い手：REITI発明者サヸベイからの知

見」の内容説明の後、サヸベイの政策的含意について補足を行った。 

第一にイノベヸションに参加する層を広げていくことが重要。日本の場合、大企業中心、男性

中心。中小企業や女性にも活発に参加して

もらうことが必要。 

第二に、企業における発明は、社会的に

望ましいことを行っており、発明者自身が社

会的な動機に基づいている。それを評価し

ていく仕組みをつくる。昇給ヷ昇栺といったこ

とから、知的財産制度のあり方につながって

いく。 

第三に、企業を政府が支援していくうえで、

例えばリスクやスピルオヸバヸが大きい分野にフォヸカスすることで、研究開発を社会全体とし

てより効率的なものとしていく。 

 

佐和隆光 立命館大学大学院教授 

先ず、セッションでは触れなかった下記の

内容について説明を行った。 

「イノベヸション」という言葉は、1911 年に

シュンペヸタヸが作った。技術革新というより

は、新機軸といった意味であり、例えば経営

プロセスの革新なども含む概念。 

「グロヸバリゼヸション」は、1990 年代に入っ

てから。文化ヷ環境ヷ経済など、色々な面で

行き来が増えた。 
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市場経済がなぜ 90年代にグロヸバルになったのか。2つの要因があると思われる。第一は情

報通信技術の発達。第二は 1991年 11月のソ連崩壊に伴い鉄のカヸテンという人為的な垣根

が取り払われ、経済の自由化が進んだこと。 

次に、セッションでの発表内容を説明後、以下の点を追加説明した。 

「2050 年までに世界の温室効果ガス排出量を半減すべき」との安倍首相のハイリンゲンサミ

ットでの提案は、「丌可能ではない。十分可能性の範囲内である」と思う。 

革新的技術、例えば CCS（カヸボンダイオキサイドキャプチャヸシステム）が実現すれば、石灰

火力発電所でのゼロエミッションが展望できる。 

石油の可採年数は41年とされてり、今後、ノ

ヸブルユヸズに限っていくことになろう。自動車

のガソリンやディヸゼルエンジンは殆どなくなり、

電力（電気、自ら電気分解した水素）で走り、液

体燃料は飛行機と船舶に限ることになろう。 

電源については、太陽や風力、原子力発電、

CCS でゼロエミッション化した石炭火力発電な

ど複数の手段を併用することになろう。 

2050 年を睨んで、技術革新とライフスタイル変更とを実現していけば、半減は十分に可能と

思う。 

 

石倉洋子 一橋大学大学院教授 と ニコヸルヷＷ．パイヤセッキ ボヸイングヷジャパン社 

社長  については、セッションでの発表内容と基本的に同じ。 

 

 以上の発言に引き続き質疑応答を行い、会場からは、民間主導のグロヸバルハイブリッドシス

テムの具体的なプラン、世界の温室効果ガス排出量削減へのイノベヸションを伴う新しい取り組

み状況、日本の大学の特許出願への貢献度の低さの問題点などについての質問が提起され、

活発な議論が交わされた。 


